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の者であり、８４年までの向上から８５年はや■低下の傾向がみられるのは、３年の経過をおいて機
能の低下、病状の悪化を示しているものと推測される。
図－３は、Ｃ群「ノン」折りテストの経年経過である。８４年までは練習効果があるものの、８
５年ではこのクラスの向上は、限界に来たものと推察される。
図－４は、Ｃ群折鶴テストの経過である。「ノン」折り作業の経過と同様にやや上向しているの
が見られる。
図－５は、Ｅ群「ノン」折りテストの経年経過である。実線は入院加療中の者で、８２年から８
４年まで作業は低下しているが、８５年は作業能率の向上がみられる。点線は、不完全寛解状態で
通院中の者であり、８５年まで全体的に低下の傾向にあるが、８４年に入院実線となった者は１年
の経過をおいて作業の向上がみられる。
図－６は、Ｅ群折鶴テストの経過である。このテストも「ノン」折り作業と同様に入院加療中の
者の作業の向上がみられる。
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考察
タッピング、「オリガミーテスト」の３年までの経年経過にみられる不完全寛解状態で通院加療
中の者は作業能率の向上がみられるが、これは退院して家庭生活に復帰したことと、それにともな
い精神活動も向上したことにもよるが、この傾向は比較的発病年数の若い者にその傾向が著名であ
った。また能率の低下をしている者は欠陥症状で入院加療'１１であり、症状の悪化から作業の不適を
一層強くしている。
さらにこれを４年の経年経過からみると、不完全寛解状態で通院加療中の者の低下は、退院当所
は今までの作業経過の連続であり、向上がみられるのは当然のことと考えられるが、４年経過した
現在「オリガミーテスト」の結果からすると、衰退傾向をみているのは一般日常生活や労働作業に
追はれて「オリガミーテスト」をしていなかったためと推考される。入院加療中の者の上昇傾向に
ついては、これらの人たちが「オリガミーテスト」に従事している結果と考えられる。これは毎日
の練習効果のあらわれでありい単純作業のため砿実に作製するという、〔の疾病患者特有の病的な
性格を考慮しなければならないが、これが良好な状態にあるときは結果も良いはずであるｑ
折鶴テストの経過については、工程数や作業のちがいはあるものの、ほとんどは「ノン」折りテ
ストと同じ経過を示しており、「ノン」折りテストを中11コしても、経年経過は同様の結果が得られ
るものと推考された。４年の経年綴過を全体からみると、一見安定化されているようにも見られる
が、不確実な要素も多く含まれており、これは精神分裂病の特徴である不安定要素が介在している
ものと推考されるが、これらは精神分裂病の数多くの研究にもあるように結論的には作業能率の低
下をみており、本研究でも狐普にこれがあらわれている。
今回得られた特徴及び傾向は、「オリガミーテスト」や、タッピングテストの経年経過にみられ
るように欠陥症状で入院加療者は作業能率の向上をみており、不完全寛解状態で通院中の者は４年
の経過をおいて機能の低下をきたしていることが認められた。このような結果は、分裂病の特長の
一つと証明する手がかりを1等允と考えられる。したがって精神障害者、特に精神分裂病者が適応す
る手作業としては、知能の高低にかかわらず対応性が悪いために、ノルマをかけさせる仕事は不可
能であり、時間制限で行う作業や、長時|{'１長期にわたる作業及び強制的な指示は彼等に良い作業方
法でない。これらのことから病者特有の作業を配慮しなければならないとゆう結果を得ることがで
きた。
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